
令和 7 年 3 月 10 日 
 

基本給及び諸手当に関する支給基準の一部改正について 
 
諸物価の高騰、特に生活日常品の値上がりにより、各職域において、賃金改定等が実施

されている。昨年の春闘では、概ね 5％の引き上げ、さらには最低賃金の見直しも行われ

ている。また、令和 6年度診療報酬改定により、医療職の給与について見直しが実施され

たところでもある。 

一方、医師会職員は、教員、訪問看護職員については、給与の見直しすでに行ったが、

事務職員については、財政状況もあり、特に見直しは実施せず、今日に至っている。 

社会の各業種において処遇改善が実施されていることから、医師会事務職員（正規）に

ついて下記のよう見直しを行い、予算措置を行ったところであり、令和 7年 4月 1日から

見出しの支給基準を一部改正することとしたい。 

 
伊勢地区医師会給与規程第 10 条に定める諸手当の「支給基準」ついては、下記のよう

改正したい。 

 

※「赤字」部分を改正 
 
 
＜令和 7 年 4 月 1 日現在＞ 

基本給及び諸手当に関する支給基準 
 
社団法人伊勢地区医師会給与規程に定める「基本給及び諸手当に関する支給基準」は、職 

種別に次のとおり定める。 
 
 
１．基本給の決定 
 

（１）基本給は本人の年齢、学歴、経歴、資格等により、各人ごとに決定する｡ 
（２）基本給は、日給月給制とする。 
（３）基本給の額は、基礎給、職能給によることとし別表１に基づく。 
（４）新たに職員として採用する場合の初任給は、会長が決定する。 

 
 
２．新卒初任給 
 
      新規学卒者の初任給は、別表２による。 
 



３．中途入社の給与 
 

（１）職歴換算 
学校卒業後の勤務経験を有する者の初任給は、取得資格、勤務経験、学歴等によ 

     り、会長が決定する。 
 職歴の換算は、原則として勤務期間を基に次の乗率により換算する。 

 
       ① 教員 

 前 歴 乗 率 
① 医療、看護の教育機関の教員として勤務した期間      ７０％ ～１００％ 
② 医療機関で勤務した期間 ３０％ ～ ７０％ 
③ その他社会人として勤務していた期間 ０％ ～ ３０％ 

 
       ② 訪問看護員 

 前 歴 乗 率 
① 訪問看護、介護事業の職員として勤務した期間      ７０％ ～１００％ 
② 医療機関で勤務した期間 ３０％ ～ ７０％ 
③ その他社会人として勤務していた期間 ０％ ～ ３０％ 

 
       ③ 事務員 

 前 歴 乗 率 
① 医師会、または同様の事業所で勤務した期間      ７０％ ～１００％ 
② 事務担当者として一般企業で勤務した期間 ３０％ ～ ７０％ 
③ その他社会人として勤務していた期間 ０％ ～ ３０％ 

４．給与変更 

 

（１）基本給は、毎年４月、各職員の年齢、及び勤務成績、新たな資格取得、能力等を 

会長が考査し決定する。 

（２）基礎給は毎年４月１日の年齢により決定する。 

（３）職能給の改定は次のとおりとする。 

    

 

 

 

 

 

   （４）昇給を行う場合は、勤続１年以上の職員を対象とする。 

   （５）懲戒事案、著しい能力の低下、長期欠勤等の場合には、１号以上の号数を下げる 

      ことがある。 

（6）給与改定時期に休職、育児休業、または介護休業中の職員は、復職後に給与の改 

   定を行う。 

（7）基本給の昇給は満５５歳を限度とし、満５５歳の属する年度の末日（３月３１日） 

評 価 異動号数 

Ｓ ２号上げる 

Ａ １号上げる 

Ｂ 現状 

Ｃ １号下げる 



      以降は行わない。 
 
 
５ 職務の種類 
 
   （１）職能給の等級は、職務により次のとおりとする。 
 
       ① 教員 
 
 
 
 
 
 
      ② 訪問看護員 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      ③ 事務員 
 
 
 
 
 
 
   （２）昇級を行う場合は、上位級の現号数の直近上位の号の額とする 

 （３）職能給の等級は、勤務能力、経験、資格、勤務態度等により、職務に関わらず昇 
      給させることがある。 
   （４）職務の変更、懲戒事案、及び著しい能力の低下等会長が判断した場合は、降級を 

行う場合がある。 
 
６．職種別諸手当 
 
 ① 教 員 

等 級 職 務 
職能給１級 一般教員 
職能給２級 副主任・担任者 
職能給３級 教務主任者 
職能給４級 教務主任以上の職務者 

等 級 職 務 
職能給１級 一般訪問看護職員 
職能給２級 主任 
職能給３級 管理者 
職能給４級 管理者以上の職務者 

等 級 職 務 
職能給１級 一般事務員 
職能給２級 副主任相当 
職能給３級 主任相当 
職能給４級 管理職相当 



手当の種類 支給基準 手 当 額 

管理者手当 

管理監督業務を担当する職員について支給する。 

＊管理職手当は、時間外労働、休日労働、深夜 
労働の定額払いとして支給する。 

・教務主任   

３０,０００円／月額 

・副教務主任  

２０,０００円／月額 

担任手当 クラス担任を担当する職員について支給する。 １５,０００円／月額 

学務手当 
正看護師の資格を有し、専任教員講習終了証を所持 

する職員で、学務を担当する場合に支給する。 
基本給×0.04／月額 

実習実務手当 
生徒の実習の立会い、及び指導に従事した場合にそ

の回数に応じ支給する。 
１,０００円／１回 

教員手当 

正看護師の資格を有し、5 年以上の臨床経験を有す

る者に支給する。専任教員講習終了証の有無を問わ

ない。 

30,000円／月額 

 
 
 ② 訪問看護員 

手当の種類 支給基準 手 当 額 

管理者手当 

管理監督業務を担当する職員について支給する。 

＊管理職手当は、時間外労働、休日労働、深夜 
労働の定額払いとして支給する。 

３０,０００円／月額 

主任手当 主任役職者について支給する。 １０,０００円／月額 

ケアマネリーダー手当 
ケアマネージャーの管理業務を担当する職員につい

て支給する。 
２０,０００円／月額 

オンコール手当 

オンコール担当スタッフとして、いつでも対応できる体制を維持

するため、携帯電話（スマホ）を持ち歩く職員に支給する。手当金

額は、常勤契約職員の時間単価に合わせる。当分の間、サブ手当は

支給しない。 

チーフ 1,700円／1回 

サブ 1,000円／1回 

ただし、休日。・祝日 

は、2回にカウントする。 

緊急訪問手当 緊急訪問が必要になり、出務した職員に支給する。 

金額は、出務する職員の時
間給を基礎にして、7に定める
労働割増手当の支給基準によ
り算出する。 

 オンコール手当は、令和 6年 4月 1日から 1,900円／1回とする。 
 
 
 ③ 事務職 

手当の種類 支給基準 手 当 額 

事務長手当 

事務長の役職者について支給する。 

＊管理職手当は、時間外労働、休日労働、深夜 
労働の定額払いとして支給する。 

３０,０００円／月額 



経理主任手当 医師会事務局の経理を主務する職員に支給する。 20,000円／月額 

事務主任手当 

 
医師会事務の主務を担当する職員に支給する。 15,000円／月額 

事務主任補佐手
当 

医師会事務の主務を補佐する職員に支給する。 10,000円／月額 

 
 
７．共通諸手当 
 

手当の種類 支給基準 手 当 額 

調整手当 
調整手当は、旧基本給から新基本給への移行

時に発生した差額の補填とする。 
職員ごとに決定する。 

 
手当の種類 支 給 基 準 

①時間外労働割増手当 
【労働時間が１日８時間、１週間が４０時間を超えた場合】 

１時間当り賃金×１．２５×時間外労働時間数 

②休日労働割増手当 
【法定休日に労働した場合】 

１時間当り賃金×１．３５×休日労働時間数 

③深夜労働割増手当 【深夜時間（午後１０時から午前５時）に労働した場合】 

１時間当り賃金×０．２５×深夜労働時間数 

④深夜時間外労働割増手当 【時間外労働が③の深夜に及んだ場合】 

１時間当り賃金×１．５０×深夜時間外労働時間数 

⑤休日深夜労働割増手当 【②の休日労働が③の深夜に及んだ場合】 

１時間当り賃金×１．６０×休日深夜労働時間数 

１時間当たりの賃金単価計算基準 
基本月額 ÷ １ヵ月の所定労働時間 

       ＊１ヵ月の所定労働時間 
（３６５日－年間所定休日数）×１日の所定労働時間数÷１２ヵ月 

 （１）基本月額は、管理者手当、通勤手当を除く。 

（２）割増手当の基礎となる時間は、一給与締切期間の合計の３０分以上の端数は１時間に 

   繰上げ、３０分未満の端数は切り捨てる。 

 



令和 7 年 2月 28 日作成 
 

基本給及び諸手当に関する支給基準の改正・新旧比較 
 

        (抜粋) 基本給及び諸手当に関する支給基準 
 

改 正 前 改 正 後 

    〜  略  ～ 
６.職種別諸手当 
①教 員 ～  略  ～ 
 
②訪問看護員 ～ 略 ～ 
 
③事務職 
 
手当の種類   支給基準 手当額 

略 略 略 

新 設   

新 設   

 
 
 
〜  略  ～ 

(施行期日) 
第1条 この規程は、平成 16 年 4 月 1 日

から施行する。 
平成 27 年 8 月 10 日 改 正 
平成 30 年 2 月 9 日改正 
令和 6 年 3月 11 日改正 

(規程の改廃) 
第 2 条 この規程の改正は、理事会の議決

により行う。 

    ～  略  ～ 
６.職種別諸手当 
①教 員 ～ 略  ～ 
 
②訪問看護員 ～ 略  ～ 
 
③事務職 
 
手当の種類   支給基準 手当額 

略 略 略 

事務主任手

当 

医師会事務の主務を

担当する職員に支給

する。 

15,000円／

月額 

事務主任補

佐手当 

医師会事務の主務を

補佐する職員に支給

する。 

10,000 円／

月額 

 
 〜  略  ～ 
(施行期日) 
第1条 この規程は、平成 16年 4月 1日から

施行する。 
平成 27 年 8 月 10 日 改 正 
平成 30 年 2 月 9 日 改 正 
令和 6 年 3月 11 日  改正 
令和 7 年 3月 10 日 改正 

(規程の改廃) 
第 2 条 この規程の改正は、理事会の議決

により行う。 
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